
（平成２２年１２月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



岩手厚生年金 事案 777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の船員保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人の船舶所有者Ａにおける資格取得日に係る記録

を昭和 60 年５月１日に、資格喪失日に係る記録を同年 12 月 31 日に訂正し、当

該期間の標準報酬月額を同年５月は 11 万円、同年６月から同年 11 月までは 19

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の船員保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 60年５月２日から同年 12月 31日まで 

② 昭和 62年５月 26日から 63年１月 19日まで 

③ 昭和 63年６月 24日から 64年１月５日まで 

④ 平成元年６月２日から同年 12月 29日まで 

⑤ 平成２年５月９日から３年２月５日まで 

夫の船員手帳には、申立期間①において船舶所有者Ａが保有するＢ丸に、

申立期間②から④までにおいて船舶所有者Ｃが保有するＤ丸に、申立期間⑤に

おいてＥ社のＦ丸に乗船した記録がある。乗船記録はいずれも電話級通信士と

なっており、船員保険にも加入していたはずなので、申立期間①から⑤までに

おいて、船員保険被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて行っ

たものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が所持する船員手帳には、申立期間①から⑤までに係る雇入、雇止

年月日が記載されているが、これは船員法において海上労働の特殊性を考慮し、

労働者保護の実効性を期すため、船員が船舶に乗り込む前に行政庁があらかじめ

その労働条件の適法性等を確認するために設けている労働契約の公認制度であり、

必ずしも船員保険の加入期間と一致するものではないため、申立人の妻が所持す



る船員手帳に記載の雇入年月日及び雇止年月日をもって、直ちに船員保険被保険

者資格の取得日及び喪失日の根拠とすることができない。 

船舶所有者Ａに係る申立期間①について、船員手帳の記載事項及び同僚の供述

から、申立人が申立期間①においてＢ丸に乗船していたことが推認できる。 

また、当該船員手帳には、船舶所有者Ａが保有するＢ丸で電話級通信士として

同時季に乗船した記録が申立期間①を含め４期間記載されているところ、申立期

間①を除く３期間については、いずれも船員保険被保険者としての記録が確認で

きる上、Ｂ丸の同僚は、「申立期間を含め、船には８人ほど乗っていたが、全員

を船員保険に加入させていたはずであり、特に通信士や機関士などの役が付いて

いる人は必ず加入させていたはずだ。」と供述している。 

さらに、複数の同僚が供述している当時のＢ丸の乗船者数と、船員保険被保険

者原票で確認できる船員保険被保険者数とがおおむね一致することから、当時、

Ｂ丸においては、ほぼ全ての船員が船員保険に加入していたと推認される。 

加えて、申立期間①に係る船員保険被保険者の記録が確認できる同僚７人は、

いずれも昭和 60 年５月１日に船員保険被保険者の資格を取得し、同年 12 月 31

日に資格を喪失していることが確認できる上、船員手帳では前述の３期間の雇入

年月日は、それぞれ 57年５月６日、58年５月２日、59年５月８日と記載されて

いるところ、オンライン記録では、船員保険の被保険者資格取得日は 57 年、58

年、59年のいずれにおいても５月１日となっている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、船舶所有者Ａにおいて昭和 60 年５

月１日に船員保険の被保険者資格を取得し、同年 12月 31日に資格を喪失したと

認められ、申立期間①に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立期間①前に複数存在する申

立人に係る船舶所有者Ａでの船員保険被保険者記録及び申立期間①に係る同僚の

船員保険被保険者記録から、昭和 60 年５月は 11 万円、同年６月から同年 11 月

までは 19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主の親族は、「本人からは当時の状況を聞ける状態ではなく、当時の船員保険

の資料が無いため不明。」と回答しているが、仮に事業主から申立人に係る被保

険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出す

る機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）

が当該届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業

主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は申立人に係る申立期間①の保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

一方、船舶所有者Ｃに係る申立期間②から④までについては、事業主は既に死



亡しており、事業主の親族は、当時の資料は無いと回答しているほか、当該期間

において申立事業所の船員保険被保険者記録がある複数の者に照会したが、当該

期間において申立人と一緒に勤務したことを確認できる者はおらず、申立内容を

裏付ける関連資料及び供述を得ることはできなかった。 

また、事業主の親族で、自身も申立事業所に係る船員保険被保険者記録がある

者は、「船員保険の手続は事業主が行っていたが、船の経営状態により船員保険

に加入させない場合もあった。身内の私にも船員保険に加入していない期間が複

数ある。」と供述している。 

さらに、申立事業所における船員保険被保険者名簿に申立人の記録は無く、申

立期間②から④までにおいて申立事業所に係る被保険者証記号番号に欠番や乱れ

も無い。 

Ｅ社に係る申立期間⑤について、同社と合併したＧ社は、「申立人の雇用記録

は残っていない。申立人を平成２年５月に雇い入れたが、その直後、本人の都合

などの理由で下船し、本人から船員手帳の返却を求められなかったので、そのま

ま船は出港してしまい、操業後に本人に手帳を返却したと推測される。」と回答

しているところ、申立人の妻は、「夫の乗船時のことについては記憶が無い。そ

のような状況もあったかもしれない。」と供述している。 

また、申立期間⑤において、申立事業所の船員保険被保険者記録がある複数の

者に照会したが、申立人を知る者はおらず、申立内容を裏付ける関連資料及び供

述を得ることはできなかった。 

さらに、Ｇ社から提出された船員保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定

通知書には申立人の名前は無く、申立期間⑤において申立事業所に係る被保険者

証記号番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間②から⑤までにおける船員保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が船員保険被保険者として申立期間②から⑤までに係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



岩手国民年金 事案 672 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年８月から 38 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年８月から 38 年９月まで 

私は、昭和 36 年の国民年金の制度発足当初から、国民年金に加入し、

国民年金保険料を町内会の納付組織へ納めていたので、申立期間が未加入

とされ、納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の制度発足当初、国民年金の加入を町内会長に勧めら

れ、加入手続を行ったとしているところ、申立人に係る国民年金手帳記号番

号は、Ａ町（現在は、Ｂ市）において、昭和 36 年１月 17 日に申立人の父親

と連番で払い出されている。 

しかしながら、申立人は、制度発足時の昭和 36 年４月１日から船員保険

被保険者であった上、年金事務所保管の国民年金被保険者台帳異動整理簿に

よると、申立人の国民年金手帳記号番号は「取消し」と記録されている。 

また、申立人は、自身が所持する年金手帳の国民年金欄には「記号番号及

び被保険者となった日」の記載は無いとしており、Ｂ市では、申立人に係る

国民年金被保険者名簿は無いと回答している上、申立人は、申立期間当時、

Ａ町から住所を移動しておらず、同町以外に住民登録をしていないなど、申

立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていることをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これらを踏まえると、申立期間は国民年金の未加入期間と推認され、国民

年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間当時、町内会長が集金に来て国民年金保険料

を納付したとしているが、Ｂ市によると、申立人が当時居住していた地域に

おける保険料の納付組織である国民年金協力会は、申立期間より後の昭和



40 年４月に発足し、それ以前は個人ごとに保険料が納付されていたとして

いる。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

岩手国民年金 事案 673 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年 12 月から５年３月までの期間及び同年５月から同年 10

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年 12 月から５年３月まで 

② 平成５年５月から同年 10 月まで 

申立期間当時、私は大学生で収入が無く、父親の援助で私が国民年金保

険料を納付したり、母親が納付書を預かって納付したりして、全て納付し

た。したがって、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその母親は、申立人の国民年金保険料については、二人のうち

いずれかが、全て納付したはずだとしているが、申立人が申立期間当時、住

民登録していたＡ市において、毎年度作成されていた国民年金保険料の「収

納者リスト（年金用）兼検認票」によると、申立期間の保険料は未納となっ

ており、オンライン記録と一致している。 

また、申立人が所持している国民年金保険料の納付書・領収証書によると、

平成５年 11 月から７年３月までの保険料は、７年 12 月 29 日に一括で過年

度納付されたことが確認できるところ、当該納付時点において、申立期間②

に係る保険料は時効により納付できない状況であった上、申立人が現年度納

付したことをうかがわせる形跡が見当たらない。 

さらに、申立人及び申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

岩手国民年金 事案 674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年 11 月から 55 年１月までの期間、同年２月から同年 11

月までの期間及び同年 12 月から 61 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年 11 月から 55 年１月まで 

② 昭和 55 年２月から同年 11 月まで 

③ 昭和 55 年 12 月から 61 年３月まで 

年金記録を確認したところ、申立期間①及び③が未加入期間、申立期間

②が未納期間となっていた。私は、勤めていた会社を退職し、申立期間に

おいて、国民年金に任意加入し、国民年金保険料を納付していたはずだが、

納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する年金手帳によると、申立人は、昭和 55 年２月 29 日に任

意加入者として国民年金被保険者資格を取得したこと、同年 12 月２日に被

保険者資格を喪失したこと、及び 61 年４月１日に第３号被保険者資格を取

得したことが確認できるところ、同年金手帳の記録は、Ａ市作成の国民年金

被保険者名簿、国民年金被保険者台帳及びオンライン記録と一致している。

このことから、申立期間①及び③は、国民年金の未加入期間と推認され、当

該期間に係る納付書が発行されることは無く、当該期間の国民年金保険料を

納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立期間②について、Ａ市作成の国民年金被保険者名簿によると、

昭和 55 年３月３日及び同年同月 31 日に納付書が交付された旨の記載が確認

できることから、申立期間②に係る納付書が申立人に対し発行されたことは

推認できるが、当該被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳において、当該

期間の保険料が納付された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間当時、Ａ市から住所を移動しておらず、同市



                      

  

以外に住民登録していないなど、別の国民年金手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立期間は合計 77 か月と長期間であるところ、申立人は、申立

期間の国民年金保険料を全て納付したとしているが、申立人から保険料の納

付を裏付ける具体的な供述が得られず、納付状況は不明である。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

岩手国民年金 事案 675 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年２月から同年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年２月から同年７月まで 

申立期間の国民年金保険料は、毎月、集金により妻の保険料と一緒に納

付していたはずなので、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ町（現在は、Ｂ市）作成の国民年金被保険者名簿によると、申立人は、

昭和 57 年１月 20 日に国民年金被保険者資格を喪失し、同年８月 24 日に被

保険者資格を再取得したこと、及び被保険者資格の喪失に伴い同年１月の国

民年金保険料は同年２月 20 日に還付されたことが確認できる上、国民年金

被保険者台帳においても同様のことが確認できることから、申立期間当時、

申立期間は国民年金の未加入期間であり、申立期間の納付書が発行されるこ

とは無く、申立期間の保険料を納付することはできなかったものと考えられ

る。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

   

岩手厚生年金 事案 778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において、厚生年金保険の被保険者であったものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 45年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成２年２月 21日から同年３月１日まで 

私は、平成２年２月末日までＡ社で勤務したが、申立期間の厚生年金保険

の被保険者記録が無かった。私の厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する賃金台帳から、申立人は、平成２年２月の厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていることが確認できる。 

しかしながら、当該事業所から提出された申立人の退職願の写しによると、

「平成２年２月 20 日」をもって退職したい旨が記載されている上、当該事業所

に係る雇用保険の被保険者記録によると、申立人が雇用保険の被保険者でなくな

った日は、「平成２年２月 20日」であることが確認できる。 

また、申立期間における勤務実態について、当該事業所に勤務した複数の同僚

に照会したが、申立人の事務職の後任者は、申立人が申立期間に勤務していたか

は不明としており、他の同僚からも申立人の勤務実態を裏付ける関連資料及び供

述を得ることができなかった。 

さらに、当該事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確

認通知書によると、申立人の被保険者資格喪失日は、「平成２年２月 21 日」と

記されており、当該年月日はオンライン記録と一致する。 

このほか、申立人が、申立期間において当該事業所に勤務していたことについ

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が、申立期間において、厚生年金保険の被保険者であったことを認めることは

できない。



                      

   

岩手厚生年金 事案 779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 54年２月 21日から同年３月 21日まで          

私は、昭和 54 年２月頃、Ａ社（現在は、Ｂ社）に入社したが、入社した月

の厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間において、厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務してい

たことが確認できる。 

しかしながら、複数の同僚は、「当時、この会社では、すぐ辞める人が多く、

雇用保険に加入後、少し様子を見てから厚生年金保険に加入させていた。」と供

述しているところ、当該事業所において、申立人と同日に厚生年金保険の被保険

者資格を取得した 10 人のうち、雇用保険の被保険者記録が確認できる９人は、

全て厚生年金保険の被保険者資格の取得日より１か月以上前に雇用保険の被保険

者資格を取得していることが確認できる。 

また、当該事業所が加入していたＣ厚生年金基金は、「申立人の当基金におけ

る資格取得日は、昭和 54年３月 21日と記録されている。」と回答しており、当

該年月日は、健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載されている厚生年金保険

被保険者資格取得日と一致している。 

さらに、事業主は、「当時の資料を保管していないので、申立人の厚生年金保

険に関することは何も分からない。」と回答しており、申立人の申立内容を裏付

ける関連資料及び供述を得ることができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



                      

   

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

   

岩手厚生年金 事案 780 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年 11月 10日から 58年３月 16日まで 

私は、昭和 55 年 11 月 10 日からＡ社に勤務した。当初は国民年金に加入し

ていたが、途中から厚生年金保険に加入したことを覚えているので、私が申立

期間において厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び申立人から提出されたＡ社に係る辞令書（写）に

より、申立人が申立期間のうち、昭和 55年 11月 10日から 56年７月９日までの

期間、同年８月 10日から 57年４月９日までの期間、同年５月 10日から 58年１

月８日までの期間及び同年２月９日から同年３月 15 日までの期間において同事

業所に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、当該事業所に係る事業所記号番号払出簿によると、同事業所は、

昭和 58 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は厚生

年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、申立人が同時期に勤務していた同僚として名前を挙げた４人は、当該事

業所において申立人と一緒に勤務していたと供述しているものの、申立人と同様

に、当該事業所が適用事業所となった昭和 58 年４月１日より前に厚生年金保険

被保険者資格を取得している者はいない。 

さらに、申立期間は、国民年金保険料の納付済期間であることが確認できる上、

当該事業所に係る厚生年金保険の関連資料について、Ａ社の人事関係資料を承継

したＢ社は、「当時の資料は無く、申立どおりの届出と保険料納付を行ったかは

不明。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

   

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 


